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平成 17 年３月期  第３四半期財務･業績の概況(連結)     平成 17 年２月７日 

上場会社名  東京製綱株式会社 （コード番号：5981  東証、大証第１部） 

（ＵＲＬ    http://www.tokyorope.co.jp/ ）   

問 合 せ 先        代表者役職・氏名 取締役社長 田中 重人 （ＴＥＬ：（03） 3211 － 2851 ） 

              責任者役職・氏名 総 務 部 長 佐藤 和規 
 
１．四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 

当第３四半期における税金費用については、法定実効税率をベースとした見積税率による簡便法によっております。 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 

 
２．平成17 年３月期第３四半期の業績概況(平成 16 年４月１日 ～ 平成 16 年 12 月 31 日) 

(1)経営成績(連結)の進捗状況 (記載金額は百万円未満を切捨て表示) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成17年３月期第３四半期 48,162 9.2 2,737 27.3 2,329 36.8 1,035 223.2 

平成16年３月期第３四半期 44,109 ― 2,149 ― 1,702 ― 320 ― 

(参考)平成 16 年３月期 64,726 △8.5 3,992 72.0 3,377 122.2 901 195.2 

 

 １株当たり四半期 
( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
( 当 期 ) 純 利 益 

 円 銭 円 銭 

平成17年３月期第３四半期 6.57 6.57 

平成16年３月期第３四半期 1.98 ― 

(参考)平成 16 年３月期 5.58 ― 

(注)① 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 

   ② 前年第３四半期につきましては売上高以外の開示を行っておりませんが、当第３四半期との比較のため同様の

手続きにより作成しております。 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 

当第３四半期におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加などにより企業収益が着実に回復を続け

ている状況にありますが、石油・鉄鋼等素材価格の高騰や円高などの影響もあり、依然として不透明感

を払拭できない状況が続いております。 

このような情勢のもとで当社グループは、主要材等の価格高騰の影響を吸収するための鋼索鋼線関連

製品の価格改定をほぼ実現し、また、道路関連施設の一部の製品が好調に推移したことを受けて、売上

高が４８１億６千２百万円と対前年同期比９．２％の増収となりました。 

利益面では、新生２１計画（Ｖプラン）で実施した泉佐野工場の堺工場への集約による移設設備の稼

動安定化により、一層の変動コストの引下げ等売上原価の低減を図るとともに、道路関連施設の増収効

果もあり、営業利益が２７億３千７百万円と対前年同期比２７．３％の増益、経常利益が２３億２千９

百万円と対前年同期比３６．８％の増益、四半期純利益が１０億３千５百万円と対前年同期比２２３．

２％の増益となりました。 
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(2)財政状態(連結)の変動状況  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

平成17年３月期第３四半期 100,293 39,313 39.2 252.77 

平成16年３月期第３四半期 105,628 37,612 35.6 235.04 

(参考)平成 16 年３月期 103,068 38,883 37.7 243.93 

 

【連結キャッシュ･フローの状況】  

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

現金及び現金 
同等物期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成17年３月期第３四半期 1,600 1,218 △4,090 272 

平成16年３月期第３四半期 3,510 1,694 △8,342 1,454 

(参考)平成 16 年３月期 5,254 3,083 △11,597 1,543 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
 

当第３四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の増加に伴う売上債権の増加により前

年同四半期に比し大幅に減少し、１６億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、

引続き投資有価証券の売却をすすめ、１２億１千８百万円の収入となりました。財務活動によるキャッ

シュ・フローについても、引続き借入金の返済を進め、また、自己株式を取得したことにより４０億９

千万円の支出となりました。 

なお、当第３四半期末日は金融機関の休日でありますが、期末日満期手形は満期日に決済が行われた

ものとして処理いたしました。 

 
 
３．平成17 年３月期の連結業績予想（平成 16 年４月１日 ～ 平成 17 年３月31 日） 

 予 想 売 上 高 予想経常利益 予想当期純利益 
１ 株 当 た り 
予想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円 銭 

通       期 68,000 4,000 2,100 13.32 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 
 

業績は、概ね当初予想どおりに推移しており、業績予想の修正はありません。 

 
※上記の業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって

予想数値と異なる場合があります。 
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〔添付資料〕

１．（要約）四半期連結貸借対照表

（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

資 産 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ 流  動  資  産     

  現金及び預金 338 1,590 △1,252 1,551

  受取手形及び売掛金 19,221 18,451 769 17,031

  たな卸資産 10,435 8,692 1,743 9,624

  繰延税金資産 2,191 1,790 400 1,656

  そ  の  他 2,808 2,238 569 2,677

  貸倒引当金 △120 △152 32 △88

  流動資産合計 34,874 34.8 32,610 31.6 2,263 32,451 30.7

  Ⅱ 固  定  資  産     

有形固定資産     

  建物及び構築物 8,454 8,731 △277 8,527

  機械装置及び運搬具 14,068 15,007 △939 14,198

  土  　  地 20,191 22,512 △2,320 22,622

  信託固定資産 9,708 9,933 △225 10,008

  建設仮勘定 577 248 328 2,319

  そ  の  他 362 348 13 315

      計 53,363 (53.2) 56,783 (55.1) △3,420 57,993 (54.9)

 無形固定資産 271 (0.3) 166 (0.2) 105 128 (0.1)

投資その他の資産     

  投資有価証券 5,460 5,863 △402 6,404

  繰延税金資産 4,784 5,885 △1,100 6,533

  そ  の  他 1,775 3,977 △2,202 4,953

  貸倒引当金 △236 △2,218 1,982 △2,836

      計 11,784 (11.7) 13,507 (13.1) △1,723 15,055 (14.3)

  固定資産合計 65,419 65.2 70,458 68.4 △5,038 73,177 69.3

資  産  合  計 100,293 100 103,068 100 △2,774 105,628 100

前年同四半期末

(平成15年12月31日現在)

当第３四半期末

(平成16年12月31日現在)

前連結会計年度末

(平成16年3月31日現在)
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（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

負 債 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ  流　動　負　債     

  支払手形及び買掛金 11,325 10,745 579 11,111

  短期借入金 21,456 22,462 △1,006 24,017

  信託短期借入金 120 120 － 120

  未 払 費 用 1,943 2,087 △143 2,107

  賞与引当金 508 852 △344 405

  そ  の  他 2,556 1,847 709 3,235

  流動負債合計 37,910 37.8 38,115 37.0 △204 40,998 38.8

  Ⅱ  固　定　負　債

  長期借入金 4,454 6,739 △2,285 7,556

  信託長期借入金 530 590 △60 650

  繰延税金負債 129 108 20 85

  再評価に係る繰延税金負債 7,350 8,161 △811 8,165

  退職給付引当金 2,277 2,183 93 2,342

  信託長期預り金 6,147 6,029 118 5,990

  長期前受賃料 1,352 1,471 △118 1,510

  連結調整勘定 62 50 12 33

  そ  の  他 404 385 19 367

  固定負債合計 22,708 22.6 25,718 25.0 △3,010 26,700 25.3

負　債　合　計 60,619 60.4 63,834 62.0 △3,214 67,699 64.1

少 数 株 主 持 分

   少数株主持分 360 0.4 351 0.3 9 316 0.3

 資  本 の 部

  Ⅰ  資    本    金 15,074 15.0 15,074 14.6 － 15,074 14.3

  Ⅱ  資 本 剰 余 金 8,457 8.4 8,447 8.2 9 8,447 8.0

  Ⅲ  利 益 剰 余 金 3,758 3.8 1,534 1.5 2,224 585 0.6

  Ⅳ  土地再評価差額金 11,764 11.7 12,949 12.6 △1,185 12,955 12.2

  Ⅴ  その他有価証券評価差額金 1,344 1.4 1,261 1.2 82 828 0.8

      計 40,398 40.3 39,267 38.1 1,131 37,890 35.9

  Ⅵ  自  己  株  式 △1,084 △1.1 △384 △0.4 △700 △277 △0.3

資　本　合　計 39,313 39.2 38,883 37.7 430 37,612 35.6

負債、少数株主持分及び資本合計 100,293 100 103,068 100 △2,774 105,628 100

前年同四半期末

(平成15年12月31日現在)

当第３四半期末

(平成16年12月31日現在)

前連結会計年度末

(平成16年3月31日現在)
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２．（要約）四半期連結損益計算書

（単位  百万円）

科  目

金  額 百分比 金  額 百分比 金額 比 率 金  額 百分比

％ ％ ％

 Ⅰ 売  上  高 48,162 100  44,109 100  4,052 9.2 64,726 100  

 Ⅱ 売 上 原 価 38,839 80.6 35,924 81.4 2,914 52,061 80.4

     売 上 総 利 益 9,323 19.4 8,184 18.6 1,138 12,665 19.6

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,585 13.7 6,034 13.7 550 8,672 13.4

     営業利益 2,737 5.7 2,149 4.9 587 27.3 3,992 6.2

 Ⅳ 営 業 外 収 益 373 0.7 411 0.9 △37 529 0.8

     受取利息 19 16 2 29

     受取配当金 110 117 △7 150

     雑収入 244  276  △32 349  

 Ⅴ 営 業 外 費 用 781 1.6 858 1.9 △76 1,143 1.8

     支払利息 441 510 △68 672

     雑損失 339  347  △7 471  

     経常利益 2,329 4.8 1,702 3.9 626 36.8 3,377 5.2

 Ⅵ 特 別 利 益 283 0.6 368 0.8 △85 1,099 1.7

　   固定資産売却益 － 1 △1 300

　   投資有価証券売却益 283 186 96 545

　   貸倒引当金戻入額 － － － 73

　   補助金収入 － 180 △180 180

 Ⅶ 特 別 損 失 1,080 2.2 1,425 3.2 △345 2,724 4.2

     役員退任慰労金 18 31 △12 36

     構造改善費用 － 891 △891 2,069

     固定資産売却損 988 － 988 －

     信託固定資産売却損 － 201 △201 201

     投資有価証券評価損 － － － 31

     関係会社株式評価損 29 － 29 －

     ゴルフ会員権評価損 43 － 43 －

     たな卸資産評価損 － 228 △228 236

     製品補償関連損失 － 72 △72 72

     貸倒損失 － － － 55

     貸倒引当金繰入額 － － － 21

     税金等調整前四半期（当期）
     純利益

     税 金 費 用 414 290 124 803

     少 数 株 主 損 益 △82  △35  △47 △48  

     四半期（当期）純利益 1,035 2.2 320 0.7 715 223.2 901 1.4

2.71.5 886 137.3 1,753

増  減

1,532 3.2 645

(参考)前連結会計年度

自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日

当第３四半期

自 平成16年４月１日

至 平成16年12月31日

前年同四半期

自 平成15年４月１日

至 平成15年12月31日
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３．四半期連結剰余金計算書

 （単位  百万円）

当第３四半期

科　　　目 平成16年４月１日から 増 減

平成16年12月31日まで

金 額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,447 8,447 －  8,447

Ⅱ 資本剰余金増加高 9 － 9 －

     自己株式処分差益 9 － 9 －

Ⅲ 資本剰余金四半期末(期末)残高 8,457 8,447 9 8,447

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,534 151 1,383  151

Ⅱ 利益剰余金増加高 2,224 1,178 1,045  1,905

　　 四半期(当期)純利益 1,035 320 715 901

　　 土地再評価差額金取崩額  1,185  857 327 863

　　 非連結子会社合併に伴う
　　 利益剰余金増加額

　　 新規連結に伴う利益剰余金増加額 － － － 139

Ⅲ 利益剰余金減少高 － 744 △744  521

　　 連結除外に伴う利益剰余金減少額 － 744 △744 521

Ⅳ 利益剰余金四半期末(期末)残高 3,758 585 3,173  1,534

3 － 3 －

平成15年12月31日まで

金  額

(参考)前連結会計年度

平成16年３月31日まで

平成15年４月４日から

金  額

前年同四半期

平成15年４月１日から

金  額
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４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当第３四半期 前年同四半期 (参考)前連結会計年度

平成16年４月１日から 平成15年４月１日から 平成15年４月１日から

平成16年12月31日まで 平成15年12月31日まで 平成16年３月31日まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 1 税金等調整前四半期（当期）純利益 1,532 645 1,753
 2 減価償却費 2,229 2,252 2,960
 3 退職給付引当金の増減 93 △32 △256
 4 構造改善費用 － 891 2,069
 5 固定資産売却損 988 － －
 6 信託固定資産売却損 － 199 201
 7 たな卸資産評価損 － 228 236
 8 製品補償関連損失 － 72 72

  9 支払利息 441 510 672
10 受取利息・配当金 △129 △134 △179
11 役員退任慰労金 18 31 36
12 固定資産売却益 － △1 △300
13 投資有価証券売却益 △283 △186 △545
14 補助金収入 － △180 △180
15 売上債権の増減 △807 3,145 2,637
16 たな卸資産の増減 △1,740 △1,695 △593
17 仕入債務の増減 405 △68 △822
18 その他 △435 △861 △890
 小計 2,315 4,819 6,872
19 利息及び配当金の受取額 132 137 179
20 構造改善に係る支出 － △763 △949
21 製品補償に係る支出 － △72 △72
22 役員退任慰労金支出 △18 △31 △36
23 補助金による収入 － 180 180
24 利息の支払額 △441 △488 △646
25 法人税等の支払額 △386 △270 △273
 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,600 3,510 5,254

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 1 投資有価証券の取得による支出 △2 △2 △4
 2 投資有価証券の売却による収入 901 1,122 2,704
 3 貸付けによる支出 △49 △84 △170
 4 貸付金の回収による収入 148 71 596
 5 有形固定資産の取得による支出 △936 △1,933 △2,900
 6 有形固定資産の売却による収入 1,348 2,467 2,931
 7 その他 △190 53 △73
 投資活動によるキャッシュ・フロー 1,218 1,694 3,083

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 1 短期借入金の純増減額 △701 △6,615 △7,949
 2 有価証券消費貸借契約による預り金純増減額 － △810 △1,465
 3 長期借入れによる収入 63 2,258 2,358
 4 長期借入金の返済 △2,713 △2,848 △4,139
 5 自己株式取得による支出 △738 △269 △344
 6 その他 － △56 △56
 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,090 △8,342 △11,597

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △1,270 △3,136 △3,259
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 1,543 4,591 4,591
Ⅵ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額 － － 211
Ⅶ 非連結子会社合併による現金及び現金同等物の
　 増加額
Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 272 1,454 1,543

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている金額との関係
 現金及び預金勘定 338 1,551 1,590
 預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △65 △96 △47

   現金及び現金同等物期末残高 272 1,454 1,543

0 － －
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セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業の種類別セグメント情報

当第３四半期 （自平成16年 4月 1日　至平成16年12月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去

関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 26,778 14,384 965 6,033 48,162 － 48,162 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 235 592 － 820 1,647 ( 1,647) － 

計 27,014 14,976 965 6,853 49,810 ( 1,647) 48,162 

　　営　業　費　用 25,911 13,994 463 6,702 47,072 ( 1,647) 45,425 

　　営　業　利　益 1,102 981 502 150 2,737 － 2,737 

前年同四半期 （自平成15年 4月 1日　至平成15年12月31日） （単位：百万円）
鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益
　　売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する売上高 25,807 12,246 990 5,064 44,109 － 44,109 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　　 又は振替高 107 816 － 798 1,722 ( 1,722) － 

計 25,915 13,063 990 5,862 45,831 ( 1,722) 44,109 

　　営　業　費　用 25,475 12,102 456 5,646 43,681 ( 1,722) 41,959 

　　営　業　利　益 439 960 534 215 2,149 － 2,149 

前連結会計年度 （自平成15年 4月 1日　至平成16年 3月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去

関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 34,411 21,546 1,310 7,458 64,726 － 64,726 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 380 1,027 － 1,066 2,474 ( 2,474) － 

計 34,791 22,574 1,310 8,524 67,201 ( 2,474) 64,726 

　　営　業　費　用 33,818 20,583 608 8,197 63,208 ( 2,474) 60,734 

　　営　業　利　益 973 1,990 701 326 3,992 － 3,992 
(注)1.事業区分の方法
　  　内部管理上採用している区分によっております。
　　2.各事業区分の主要製品

区　分 　　主　要　製　品
鋼索鋼線関連事業 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、タイヤ用スチールコード
開発製品関連事業 道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計･施工、金属繊維、産業機械、

粉末冶金製品
不動産関連事業 不動産賃貸
その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品

（２）所在地別セグメント情報

　　本国以外の国、又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため記載しておりません。


